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全員出席総会について
泉 田 出ム河三二
はじめに
商法は株主総会を招集するには，招集権者が，法定の手続に従って招集する
ことを要すると規定している（商法231条以下〉。しかも取締役会におけるよう
に〈同法259条ノ 3）招集手続の省略を認める規定は存在しなし、。従って招集
手続なくして株主の全員が集って会議を聞き，総会の権限に属する事項を決議
した場合に，これを総会決議と評価できるか否かは，問題となるO これが従来
から議論されているいわゆる全員出席総会の問題であるO 本稿では，比較法的
考察を通して，全員出席総会の有効性を主張すると共に，それに関連する若干
の法律問題を検討することにする。
Il 従来の判例・学説の立場
従来の多数説，判例は，全員出席総会の決議を無効と解するO その論拠とし
(1）有限会社については，明文で全員出席総会が認められている。有限会社法38条。外
国では，全員出席総会は， Vollversammlung,Universal-versammlung （ドイツ〉，
Universalversammlung, I’assemblee general reunissant tous les actionnaires （ス
イス）, assemblea totalitaria （イタリア）, junta universal （スペイン〉と呼ばれて
いる。
(1) 片山義勝『株式会社法論』 601頁以下，松本恭治『日本会社法論』 252頁，田中耕太
郎『改訂会社法概論』下348頁等。なお取締役が会合に出席しなければ無効とする見
解として，水口吉蔵・判批『法律論叢』 11巻80頁。もっとも当時から全員出席総会肯
定説は有力に説かれている。升本重夫・半IJ批『法学新報j42巻9号 100頁，田中誠二
判批『法学協会雑誌』 51巻7号163頁，竹田省「株主総会の招集」『民商法雑誌』 4巻
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て，（1）株主総会は法の特に認めた会社の機関で、あるから，それが成立するため
には，招集権者による法定の手続の履行が必要であること，（別企業の所有と経
営が分離されている以上は，株主総会は招集権者によって招集されてこそ初め
て株主総会ということができること，（司法は，株主が総会前予め会議の目的た
る事項を記載した招集通知を受け，これについて思考した上，総会に出席する
ことを予定しているが，全員出席総会では，出席の機会はみたされても，準備
の機会が欠けること，（4）有限会社法38条は，明文で全員出席総会を認めている
が，株主総会については規定がないこと，を挙げる。
これに対して，近時の大多数説，下級審判例は，総会決議を有効と解する。
その論拠として，（1）株主総会の制度は本来株主全員の出席の下に，その決議に
よって会社の意思を決定する事を理想とすると共に，総会招集に関する商法の
規定は，株主全員に対して総会出席の機会を与え，且つ決議事項に対して予め
準備の機会を与える趣旨であるから，たとえ招集規定不遵守の場合といえど
も，株主全員が出席し招集手続上の暇庇追求権を放棄し，総会の開催に同意し
て，現に出席した上議事及び議決に参加する場合は有効と解すべきこと，（2）商
法237条は，少数株主権として総会招集権を，一定の手続のもとに認めている
1号14, 15頁，西本寛一『株主総会決議無効論』 217頁以下，河村繊也『株主総会の
研究』 53頁。最近の無効説主張者として，松田二郎『会社法概論』 186頁，米津昭子
「一人会社について」『法学研究』 44巻3号200頁，鮫島真男＝原瀬万次郎『〈新〉株
式会社の法律相談』 214頁。
(2) 大審院判決。昭和7年2月12日民集11巻3号207頁。
(3) 片山『前掲書』 602頁。
(4) 米津『前掲書』 200頁。
(5）松田『前掲書』 186頁。
(6）鮫島＝原瀬『前掲書』 214頁。
(7) 加美和照・判批『金融商事判例研究』 293号4頁，石井照久『会社法』上巻228頁，
西原寛一「株主総会の運営」『株式会社法講座』 3巻873頁等。
(8）東京地判昭和31年12月22日ジュリスト 128号77頁，大阪地判昭和39年6月19日判例
時報379頁43頁。
(9) 河村『前掲書』 53頁等多数。
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が，これは，少数株主権であるからこそ，厳格な手続が要求されていると解すれ
ば，全株主が会合した場合には，格別の手続を必要としない総会の成立が認め
られると解することができること，（3）無効説は，総会招集手続に関する法規が
強行法であることを理由として反対するが，招集手続に関する法規が強行法と
いうのは，一般的に定款または株主総会の多数決をもって，この規定の遵守を
排除できないことをいうのであって，これに反し，個々の具体的の場合に不遵
守を容認することができるのは，株主平等原則等と同様に解されること，（4）附
（ゆ
随的理由として，株主総会の決議はなるべく絶対無効と解すべきでないこと，
(5）比較法的にみて，ほとんどの国で全員出席総会は認められていること，を
挙げるO
皿比較法的考察
イギリス，アメリカ， ドイツ，スイス，フランス，イタリア，スペインの各
会社法とも全員出席株主総会を認み，法系による相違は，基本的点では存在し
ていない。
(a) イギリス法 In Re Express Engineering Works において， YoungL. 
J.は， 『私は会社の全株主が集会（meeting）に出席する時には，集会は総会
(general meeting）になり，それをその様にするために順守されるそれ以上の
形式は必要ではないとし、う見解と同意見である。私の意、見では，真の見解は，
全株主が出席するならば，その時会社の集会に関連するあらゆる要件は，順守
され，更なる形式が定款によって要求されなし、』と述べ，この見解は， In Re 
。 西山忠範「全員出席総会」『会社判例百選（新版〉』 97頁，加美『前掲書』 3頁。
(1) 加美『前掲書』 4頁。
（凶 田中（誠〉・判批『法学協会雑誌』 51巻7号167頁。
ω 加美『前掲書』 4頁。
(1) メキシコでも全員出席総会は認められている。中川和彦「メキシコ会社法の概要
（その 4）」 『海外商事法務』 118号44頁。
(2）〔1920]1 Ch. 466. 
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Oxted Motor C~~» において支持された。従ってイギリス法においては，全株
主の出席によって招集通知の形式の遵守を放棄することができることは，判例
上確立しているO
(b) アメリカ法 Scranton Axle & Spring Co. v. Scranton Board of Trade 
は，ベγシルバニア州最高裁判所の判例であるが，全員出席総会を肯定するo
Kearneysville Creamery Co. v. American Creamery Co.は，ウエスト・パー
ジニア州最高裁判所の判例であるが，そこにおいて HatcherJ.は次の様に述
べている。 『法人行為の合法性は，より重要な法人行為でさえ，必然的には，
正式の方法で、召集された法人の公式の集会によらなb、。そのような集会の召集
と行為に関する制定法と附属定款のさしずは，株主か，会社か，または役員の
ためのものである。そのような条件は，そのためになるどのような人によって
も放棄されうる。…略式は違法のしるしではなし、。集会の場所，時間，略式が
何んであれ，異議なくそれに参加する株主は，その規則性をその後は否定す
ることは許されない』と。なお本件では総会の議事録さえ作成されていなかっ
TこO
この様にアメリカでは，投票権限のある全ての株主が出席するならば，集合
の合法性は，通知の不履行，通知の際の取庇または不正規性（irregularity）に
よって影響されず，もしすべての株主が出席し，参加するならば，通知に指定
された性格（charactr）から異なる性格の議事日程を行なうことができるもの
とされている。
(C) ドイツ法 通説，判例によれば， 1965年株式法121条以下の招集権者，
公告並に招集期間に関する招集手続の規定の趣旨は，株主に株主総会への参加
を可能にすることにあるから，すべての株主が総会の開催に同意し，議案が示
(3）〔1921コ3K. B. 32. (4) 113 Atl. 838 (1921）。（5) 137 S. E. 217 (1927). 
(6) Fletcher' Cyclopedia of the Law of Private Corporations 1952 Vol. 5 § 2011. 
(7) Baumbach-Rueck Aktiengesetze, 13 Aufl. 1968, § 121 Rn 10等。
(8) Landgericht Koblenz, BB 1966, 1321£. 全員出席総会の場合招集手続が放棄され
うると規定した定款も，有効であると判示する。
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されるならば，総会が成立し，決議は有効と解されている〈参照株式法241条
1号〉。その時にも総会の形式は維持される必要があるから， 129条（出席者名
簿）， 130条（議事録〉の規定は遵守されなければならなし、。
(d) スイス法 スイス債務法701条は，『総株式の所有者又は代表者は異議
の申立なきときは，招集に付て定める方式規定 c700条〉を遵守せずして総会
を開くことを得。前項の総会に於し、ては，総株式の所有者又は代表者が出席す
る限り総会の事務範囲（derGesc凶ftskreis）に属する全ての事項に付有効に審
議し並に決議をなすことを得』と規定している。
(e) フランス法 1966年7月24日法律159条2項は，『不規則に召集された
あらゆる総会は，取消されうる』と規定していたが， 1967年7月12日法律67-
559号は，『但し，全株主が出席するか又は代表された時には，無効訴訟（I'action 
en nullitのは，受理されない』としづ規定を付加えた。 Ripertは，この規定
を，破殴院によって是認された訴訟の棄権に等しいと説明する。
(f) イタリア法 1882年商法典の下では，招集に暇庇のある株主総会は，
全株主の出席により有効となるか否かについて学説上議論が分れていた。しか
し判例はこの点につき有効説で一致していたので，これを明文化したのが現
行1942年私法典2366条3項である。即ち，『上記の方式（招集手続一筆者捜入〉
に違反した場合，会社資本の全額が代表され，且つ取締役及び、監査役会の構成
員全部が出席したとき，総会は適法に構成されたものとみなされる。しかしこ
のような場合，各出席者は，充分に知らせられなかった論題の討論につき異議
を述べることができる』と規定するO
(g) スペイン法 スペイン株式会社法55条は，スペインの立法上では初め
(9) Godin-Wilhelmi, Aktiengesetz, Bd. I, 4. Aufl., 1971, § 121 Anm. 13. 
(10) Ripert-Roblot, Traite elementaire de droit commercial, 7e, ed., 1972, n° 1214. 
(1) Cfr. G. C. FrιValidita delle assemblea totalitaire e responsabilita penale degli 
ammimistratori ? in Riv. dir. comm., 1932, IL p. 168 e segg. 
悩 GiancarloFiさp Societa per azioni (art. 2325-2461), 21 ed., 1956, p. 277. 
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て， 『前項の諸規定にかかわらず，すべての払込資本が出席し，出席者が満場
一致で総会の開催を承諾する時には，総会はあらゆる事項を取扱うために召集
されたと考えられる。そして有効に組織される』と規定するO 学説は，召集手
続は，すべての社員の総会の出席を可能にするためのものであるから，株主自
身叉は株主の代表者が全員出席する時には，その目的が達成されるとして，召
集手続の株主保護機能からこの規定を説明するO 1株主が情報の欠如を理由と
して，一定の議事日程の論議に反対する時には，総会の開催を承諾しなかった
ものとされる。
N 私見とその他の問題点
全員出席総会は， Eで、認識された様に，考察したすべての国で認められてお
り，承認の根拠は，ほとんどすべて招集手続の株主保護機能から説かれてい
るO 諸外国と総会の招集手続，議事等に法技術的相違が著しくは存在しない我
国の法律としては，これらの立法，学説，判例と同様に全員出席総会有効説を
採用するのが妥当であると思われる。前述した有効説の論拠に従う。所有と経
営の分離を理由とする反対説が存在してはいるが，それは株主会社にとって不
可欠の組織原則ではなく，むしろ株主が実質上企業の所有者として会社の運営
に積極的に関与しようとする事実を率直に認める法律構成を取るのが妥当であ
ると思う。全員出席総会が成立するのは，大抵小株式会社においてであること
を考えれば，なおのことである。
次に，全員出席総会に関連して生ずる若干の法律問題を検討することにす
る。
(1) 株主総会の決議要項につき，決議の形式をふまない株主全員の同意があ
った場合，これに株主総会の決議と同一の効力をみとめるべきか否か問題であ
(13) Garrigues-Uria, Commentario a la Ley de Sociedades Anonimas Torno I, 6.8 
ed .1953, p. 534; Alonso, La Ley de Sociedades Anonimas, 1969, p. 232. 
(14) Alonso, op. cit., p. 233. 
るO 通説は，わが商法の考え方が株式会社について総会とし、う会議体を通じて
の意思形成を建前としている以上，特に明文（商法266条4項，有限会社法42
条〉の規定がない限り，総会の決議の形式が要求されると解する。これに対し
て英米法では，全員の同意、がある限り，必らずしも総会の決議の形式を必要と
はしないと解されており，我国でも全員出席総会が認められる理由を押し進め
て，それと同ーの結論に同情的な立場もある。英米法が右の立場を取るのは，
組合契約的株式会社観の影響とも解される。株主の総意の結集については，総
会決議とし、う方式が如何なる場合にも常に絶対的な理念的要請だとはし、えない
とともに，一人会社の株主総会では議事録さえ作成すれば，総会決議がなされ
たと解されること，我国では実際上小株式会社が多数存在し，そのように解す
る社会的需要があることから，後者の見解も理由がなくはなし、。しかし本来的
に我国の有限会社にあたる会社形態を株式会社形態で利用している英米法の考
え方を大陸法に従って株式会社形態の他に有限会社形態を認める我商法の立場
に解釈論的にそのまま適用してよいものか否か疑問となりうるO この点昭和49
年の商法改正の際に，衆議院と参議院の附帯決議がなされ，大小株式会社の区
別につき検討すべきこにが要請されているから，しかるべき委員会で検討され
ることとなろう。解釈論としては，有限会社法42条のような規定がない以上，
通説の立場が正当であるO
(1) 河村『前掲書』 54頁，境一郎『注釈会社法（4）』 29頁等。スイスでも書面決議はでき
ず，かような定款は無効であるとされている。 Steiger,Das Recht der Aktiengesell-
schaft, 1970, S. 181. 
(2) イギリス Parkerand Cooper, Limited v. Reading 〔1926) Ch. 975. アメリカ
Ballantine, On Corpoations, 1946, pp. 390 f. 
(3) 「共同研究株主総会」における大隅発言『ジュリスト』 79号40頁。
(4) 今回の商法改正の審議において政府委員は，書面決議を認める方向での緩和意見が
あることを述べている。第71回国会衆議院法務委員会議録36号（1類3号〉昭和48年
6月22日7頁。 （奥島孝康「現代株式会社における株主総会のあり方」 『法学教室』
7号58頁。）
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（剖 全員出席総会であるためには，株主の全員が現実に出席していること，
従って委任状による出席を認めない点では，学説が一致しているO 議事日程も
総会成立以前に株主には認識されえないのが通常である全員出席総会で、は，
「代理権ノ授与ハ総会毎ニ之ヲ為スコト」（商法239条4項）を要するという要
件が充たされないのが普通であるが，株主が全員出席総会の議事日程を知っ
て，委任状によらない代理人を総会に出席しめた時には，総会は有効に成立す
ると解するO 但し，議決権行使の代理人資格を，定款をもって株主に限るとす
るのが通例であり，かかる定款の効力が認められるか否について議論があるO
もしも通説・判例である有効説に立っときは，全員出席総会が成立しえないこ
とになる。
(3) 全員出席総会の全員とは，無議決権株主を含む全員であろうか。総会参
加権，即ち，総会に出席し討議に参加する権利は，無議決権株主といえども有
すると解されており，商法232条4項の規定の当否も問題にされていることを
思えば，全員出席総会の成立には無議決権株主の出席も必要と解される。
(4) 株主の全員が一定の議事日程に同意して，総会の議事に参加した以上，
(5) スイスでも同様の趣旨の判決が存在している。 BGE86 IT 95, Praxis 46 Nr. 107. 
(6) 高鳥正夫「株主総会の招集」『会社法の諸問題』 281頁。西原「株主総会の運日l
『株式会社法講座』 3巻873頁。 Garriguesy Uria, op. cit., p. 535. 
(7) Vd. Alonso, op. cit., p. 234. 
(8) 中村一彦「議決権行使の代理人資格を株主に限定する定款規定の効力についての再
論」 「法政理論』 6巻 l号l頁参照。
(9) 大森忠夫「議決権」 『株式会社法講座（3）』 878頁。菅原菊志『注釈会社法（4）』 113頁
等。
刷 ドイツでも株式法 140条 1項が，議決権なき優先株式は，議決権を除くあらゆる権
利を有する（従って招集通知を受ける権利・参与権を含む）と規定している関係上，全
員出席総会にも無議決権株主の出席は必要であると解されている。 Godin-Wilhelmi,
a. a. 0., § 121 Anm 13, § 140 Anm 2.イタリアでも同様に解されている。 Com-
mentario del Codice civile a cura di Antonio Scialoja e Giuseppe Branca, 
Socita per azioni, Articoli 2325-2461, 1972, pag. 315.なおスイス・フランスでは
無議決権株式は認められていないからこの点問題となりえない。
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総会は適法に成立するが，準備の機会の欠如を理由に議事日程に異議が唱えら
れた時には，招集手続違反として決議取消の訴の原因となると解される。ただ
し一度議事日程に同意して，総会の議事に参加した以上は，招集手続の取庇追
求権を放棄したものと解されるから，総会は有効に成立し，議事の途中で招集
手続違反を理由とする異議を唱えても決議取消の事由とはならないと解するO
全員出席総会の決議方法も，通常の決議方法によればよく，満場一致であるこ
(12) 
とを要しない。
(5) 株主全員が，定款で定められた地以外の地に集合したり，定款の定のな
し、場合に商法233条に違反して，本店の所在地またはその隣接地以外の地で、総
会を開催した場合，通常の場合と異なり取消の原因とはならないと解すべきで
ある。なぜ、なら，商法233条は，昭和13年改正法により，取締役がことさらに
株主の集まり難し、避地を選んで総会を招集する例が少くなかったから，この弊
害を除去すべく創設されたことを考えれば，広く株主の保護のための規定と解
されるからであるO
(6) 全員出席総会の成立には，取締役の出席が必要か否かについては，見Fri-
が分れているO
第1説は，総会の運営については会社の執行機関の関与を必要とするから，
その意味および限度において取締役の出席が必要であり，商法の考え方は，総
会とし、う会議体を通じての意思形成を建前としている以上，取締役が一人も出
席しないままの全員出席総会は，取消の訴えの原因になると解するO
(1) 同旨，西山『前掲書』 97頁。
(12) 同旨，田中（誠） 『前掲書』 168頁，升本『前掲書』 104頁。
(13) スペインの学説も同様に解する。 Garriguesy Uria, op. cit., p. 537. 反対菅原菊
志「一人会社」 『法学』 37巻 1号56頁。
(14) かつては，取締役が会合に出席しなければ無効とする見解（水口『前帰書』 80頁）
も存在した。
（岡 山口幸五郎『大隅編株主総会』 110頁，西原『前掲書JI873頁。
目。 境『前掲；号』 29頁。西山『前掲書』 97頁。なお菅原『前掲書』 56・57頁も同一結論。
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第2説は，取締役は出席すべき義務があるとしても，出席しない取締役を，
株主又は株主総会は，出席に強制する手段を有せず，また取締役の出席によっ
てはじめて，株主総会における株主の権利が実現されるものではないことを根
拠に，また株主総会の開催は，株主の権利の実現のためで、あると解するから，
その運営は株主の自主的判断にまかせるべきであることを理由に，取締役の全
員欠席のまま関かれた全員出席総会も有効であるが，取締役は総会に出席する
権限を有するから，総会に出席する可能性，機会を与えるために，適宜，総会
の通知をしなければならず，出席する機会を与えない時には，反対する取締役
に総会決議の取消が認められると解するO
我商法の解釈としては，第2説が正当と思われる。株主総会は株主をもって
(17) 加美『前掲書』 4, 5頁。
仕掛 田中誠二『全訂会社法洋論』上巻459頁。なお高烏『前褐書』 281頁。
ω 比較法的に考察してみると，イギリス会社法では，取締役の誰も株主総会に出席し
ない時には，出席社員の中から選任された者が総会の議長になるとされているから
(Table A art. 56），取締役の全員欠席はそれだけで、決議に影響しない（？〉と考え
られている様である。 ドイツでは，株式法 118条2項が一般的に「取締役及び！政査役
会の構成員は，総会に出席すべきである（sollen）」と規定しているが，同条は命令的
規定（Sollvorschrift）にすぎないと解されており，取締役員の欠席は，決議効力に影
評することはなく，ただ取締役の総会出席義務違反としての損害賠償義務（例えば新
株主総会の費用の賠償が生ずるにすぎず，ひどい場合は解任になるにすぎないと解さ
れている（Baumbaeh-Hueck,a. a. 0., § 118 Rn 11）。そして全員出席総会の場合
も，同様に，取締役会と監査役会の構成員に，総会に出席する可能性を与えてやらな
ければならないが（違反の場合取締役，監査役会は決議を取消すことができる。株式
法245条5号），それらの欠席はそれr1体で総会の取消原因となるものではないと解さ
れている（Baumbach-Rueck,a. a. 0., § 121 Rn 10; Godin-Wilhelmi, a. a. 0., 
§ 121 Anm 13）。スペインでも，定款が株主でない者（取締役もこの内に合まれる
(51年法59条3項）〉に総会出席権を授与している時に，それらの者が出席しない全
員出席総会の決議も有効と解されている。他方イタリア法では，前述の様に，全員IH
席総会の場合，全取締役と l~i＇.，：査役の出席が，総会の有効要件である。社員のみが議決
権を有するということは真実であっても，法律が出席する権限と義務を課す他の会社
機関（取締役会・｜佐査役会〉のコミュニケーションと考慮は，株主並に株主総会の意思
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組織されるものであり，取締役の出席は総会が成立するための絶対的要件では
なく，出席を強制する手段もないから，取締役全員が欠席した場合において
も，当然には総会決議の不存在の原因とはならないが，取消原因となるか否か
加）
は問題であるO 取締役は総会の本来的構成員ではないということを重視する
か，それとも取締役の会社経営に占める地位を重視するかにより結論は異なっ
てこよう。原則的には後者を取るべきものと考える。なぜ、なら，株式会社法は
通常の大企業を念頭に置き，所有と経営の分離を前提とししかも株主は多数
存在し，彼等は経営には受動的態度を取るということを前提としているからで
ある。かような会社にあっては取締役が積極的に議案を提出し，株主の質問に
応答する機会を保証することが，総会の意義にとって不可欠なこととなるO そ
のため法律は，取締役に，総会に出席し，発言する職務権限を課したので、ある
から，総会が取締役の出席を不当に拒否したか，叉は取締役が出席しようとし
ても出席できない状態で、聞かれた場合の決議は，違反又は著しく不公正な決議
として取消の訴の原因となると解される。一方特別の理由がないにもかかわら
ず，全取締役の欠席のうちに聞かれた総会における決議は，議案の説明を欠
き，株主の質問に対する解明の機会を与えないでなされた不公正な決議である
ω 
から，取消の訴の原因となると解される。しかるに全員出席総会の場合には，
形成に影響をおよぼすことができるから，取締役・監査役の欠席は，総会から，コミ
ュニケーションの創造を奪うものであることを理由とする。フランス法では，取締役
( admimistrateur）は株主でなければならない（1966年法律95条〉から，取締役会制
を採する会社では，全員出席総会の場合には常に全取締役が出席することになり，問
題は生じない。執行委員会と監査役会（directoire et conseil de surveillance）を採
用する場合には，執行委員会の構成員又は単独総支配人（directoire 民尚ralunique) 
は，株主でなくともよいので（120条3項〉，問題が生じるが，その場合の法律効果に
ついては不明。なお157条2項， 173頁， 186条， 198条， 208条参照。
倒神戸地判昭和31年2月1日下級民集7巻2号185頁は，取締役の出席は総会の成立
要件とはなっていないから，取締役が全員欠席しでも，総会であることを妨げるもの
ではないとする。。1) 大隅健一郎＝今井宏『総合判例研究叢書商法（6）』 88頁。
ω 山口『前掲書』 110頁，西原『前掲書』 859頁，石井照久『会社法上巻』 262頁。
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法律が予定する場合と異なり，株主が所有者として，会社の運営に積極的に関
与しようとする場合であるO この場合には，株主の主体性が前面に出て来るか
ら，総会の運営は株主の自主的判断に委ねてよいと解される。それ故取締役が
総会に全員出席しないことが直ちに決議取消の原因とはならないと解するO こ
の場合にも実際の会社の業務にたづさわる取締役の報告，釈明は，全員出席総
会の論議の深化に寄与するという意味において重要であると考えられると共
に，それは取締役の権限でもあるから，取締役に総会に出席する可能性・機会
を与えることは必要と解される。この解釈は，少数株主が招集した総会（商法
237条2項〉の際には，取締役の出席が欠けても決議取消の事由とはならない
ωω 
と解されていることとも均衡を保つのではないかと考えられる。
(7) 全員出席総会が有効に成立するためには，監査役の出席も必要であろう
か。昭和49年の商法の一部改正と，監査特例法により，株式会社の監査制度は
大幅に変更され， 3種類が認められる様になった。そして監査役の職務権限
は，資本金規模によって差異が存在するようになったが，監査役の地位そのも
のに重大な変更はなされていないから，旧法の議論がほぼそのまま適用できる
と解されるO
第1説は，監査役は総会に出席して口頭をもって報告をなすことを要すると
的
解する。しかしこの説も，監査役が止むを得ない理由により総会に出席するこ
とが不可能なときは書面による報告をもって代えることが許されるとするO こ
れに対して，特別の理由がないのに監査役全員の欠席のうちに聞かれた総会の
（お） 山口『前掲書』 111頁。
（叫一人会社においても，取締役全員が欠席した総会決儀は，それのみで取消されえな
いが，取締役に総会の通知をなさず，又は出席を不当に;j:§絶し出席の機会を与えない
ような場合には，取締役は総会に出席する職務と権限を有する関係上決議取消原因と
なるものと解される。同旨加美『前掲書』 5頁，江頭『前掲書』 168頁。
帥 山村忠平「監査役制度J『株式会社法講座』 3巻1193頁，大隅健一郎『全訂会社法
論』中巻173頁，大隅＝園部『取締役・監査役』 287頁，菅原菊志『法学セミナー基本
法コンメンタール・商法E』233頁等。
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決議は，そのために法律上必要とされる監査役の意見の報告を欠くか，または
株主の質問に対して必要な解説が与えられなかったときに，不公正な決議とし
倒
て取消原因となるとするO
第2説は，商法（旧商法275条， 監特法22条1項〉は， 単に「監査役は…株
的
主総会にその意見を報告しなければならなし、」と規定しているから，書面によ
って意、見を報告したとしても，総会がそれだけで充分だと考えて決議するなら
ばそれでも差支えないとし，あるいは，意見の報告は口頭によらなければでき
ないという性質のものではなく，また総会において会計に関する書類の内容に
ついての質問に対して答弁をする義務を負うのは取締役であって監査役ではな
加）
いとして，必らずしも監査役の出席は必要ではないと解する。他方， ドイツ法
の解釈に従い，取締役の場合と同様に，監査役の場合にも，監査役の欠席のま
まの総会決議が直ちに取消原因となるものではなく，総会の通知を怠り，また
は不当に出席を拒否するごとく，総会に出席する機会を与えない場合に取消原
車問）
因となると解する見解も存在する。
ところで商法275条，監査特例法22条1項により，監査役は株主総会にその
意見を報告する義務を有するが，総会出席を要求する明文の規定は存在してい
ない。監査役は総会の構成員ではないから，もとより監査役の出席は総会の成
立要件とは解されなし、。書面による報告は決議が効力を有するために法律が要
求する最低の限界といわなければならなし、。総会がそれで充分だと考えて決議
するならば，説明清求権の放棄として，それでも差支えないと解される。従っ
て，監査役が総会に出席しなかったという理由だけで直ちに決議が無効となっ
たり，取消の原因となったりすることはなし、。しかし監査役が善管義務を負う
帥山口『前掲書』 110頁，山村忠平『注釈会社法（4）』 588頁。
仰鮫島＝原瀬『前掲書』 406頁。
帥大住達雄『取締役・監査役ハγ ドブック』 240頁。改正商法275条の解釈として並木
俊守『新商法の逐条解説』 96頁は，代読を可とする。
倒加美『前掲書』 5頁。
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。）
以上，総会に出席し，口頭をもって報告をなすことを要し，また，監査役が報
告義務を負う事項については，その報告の内容を明らかにするため必要と認め
られる限り，各株主は報告書の作成者である監査役に対して質問をする権利を
有するものと解される。従って特別の理由のないのに，全監査役が欠席をな
し，その結果意見報告に対して必要な解説が与えられない場合には，著しく不
公正な決議となると解する。他方，監査役はかような義務を負うから，取締役
側比較法的にみてみると，イギリスでは，会計監査役（auditon）の報告書は総会にお
いて読み上げられ，社員の検査に供されなければならない (1967年会社法14条2項〉
が，会計監査役がもしも総会に出席するならば，普通監査役自身がそれを読むとされ
ている (Gower, The Principles of Modern Company Law, 3rd. ed., 1969, p. 468 
note 70）。ドイツでは，監査役は総会に出席する義務を負う（株式法118条2項〉。し
かし右規定は命令規定であるから，監査役の欠席は直ぐには決議取消の訴の原因とは
ならない。スイスでは，監査役は総会に出席する義務を有し（債務法729条4項〉，口
頭で解説をなす可能性が与えられている。監査役全員欠席の効果については規定がな
いが，決議のための絶対的要件は，文書による報告書であるから，その時でも決議は
有効である。他方株主は監査役の協力に対する権利を有するから，監査役の欠席の場
合総会の延期を要求でき，欠席に責任ある監査役がその費用を負担しなければなら
ない（Steiger,a. a. 0., S. 285.）。フランスにおいて1867年法34条のもとでは，株
主総会に計算検査役（commissairesaux comptes）を招集すべきことを直接定めた
規定はなく，計算検査役自身が総会へ出席することは，必ずしも強制されないものと
解されていた（Hamelet Lagarde, Traite de droit Commercial, tome I, 1954, p. 
808）。新法では，年次総会はいうまでもなく，一切の総会に招集すべきものと規定さ
れている（1966年商事会社法231条， 1967年デクレ193条1項）。しかし年次総会に
おける計算検査役の報告義務を規定した法157条2項は，計算検査役が総会において
報告書を朗読することを要求するものではないと解されている（Hemard,Terre et 
Mabilat, La reforme des societお commercialesp. 159）。イタリアでは，監査役は，
総会に出席することを要し，正当の理由なくして総会に欠席した監査役は，その職務
から失権するものとされている（私法典2405条〉。そして全員出席総会の場合にも監
査役の出席は必要であり，全社員と取締役が出席したが，監査役の出席しなかった総
会の決議を無効とした判例が存在している（Trib.Torino 15, giungo 1954, in Guist. 
civ. 1964 I, 1874 (Ferri, Le societa 1971, p. 420注（9）。
ω 山口『前掲書』 116頁。山村忠平『株主の説明請求権』 217,236頁以下参照。
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などが，総会の出席を拒否するごとく出席の可能性を与えない場合には，決議
取消の原因となると解される。以上の記述は通常の総会の場合である。全員出
席総会の場合如何。
全員出席総会の開催される形態として，株主の全員出席により招集手続の暇
庇を治癒しつつ，取締役が必要な議案及び書類を提出する場合と，取締役が出
席もしない場合の 2つが考えられる。前者の場合には，招集手続の暇疫の治癒
のみが問題であり，その以外は法律が規定する手続に従ってなされるのである
から，この場合には前述した通常と同様の取扱をしても差支えないと解するO
他方，後者の場合は，取締役が議案及び書類を提出するものではなし、から，監
査役の出席がなくとも，決議取消の原因とはならないと解するO しかし後者の
場合であっても，監査役は総会に出席する義務を有するのであるから，総会の
通知を怠り，また不当に出席を拒否するごとく，総会に出席する機会を与えな
い場合には決議取消の原因となるものと解される。なぜなら，監査役は取締役
の職務の執行を，会計，業務の面の両面叉は片面から監査するものであるか
ら，当該決議を取締役がいかように執行するかの判断準備として，総会に出席
し，議事を開くことは必要なことであるからであるO
(8) 全員出席総会が行われるのは，主として臨時総会であろうが，定時総会
の場合にも株主は全員出席総会をなしうるかは，少数株主が（商法237条〉定
時総会については招集請求権を持たないと解すべきか否か問題であるのと同様
側
に問題となる。周知のように定時総会と臨時総会の区別は何か議論のあるとこ
ろで、あるぷ，何説を取ろうが名称それ自体から総会の権限や開催に関して実質
上の差異は生じなし、から議論はあまり実益がなし、。問題は，（a）所定の期間内に
ω スペイン法では，定時総会といえども，全員出席総会が許されると解されている。
Gsrrigues y Uria, op. cit., p. 537 y 538. しかしこれはスペイン法の明文の規定
のしかたの結果であって，日本法の解釈には適用できない。
側定時総会と臨時総会の区別を開催の時期のみを標準として区別する説と，計算書類
の承認を議題とするか否かに求める説と，両者を併用する説とがある。最後の説明が
理論的に正当と解される。
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計算書類の承認を議題とする総会を全員出席総会で開催することができるか否
と，め）もしも所定の期間内に右総会が招集されないとき，計算書類の承認のた
かめの総会を，全員出席総会でできるか否かであるO
（司の問題につき，商法237条の関連で学説をみてみると，決算期後3月〈改
正商法224条ノ 3）から，又は定款所定の会日を過ぎてなお総会の招集通知が
似）
発せられない場合にのみ， 237条が適用されるとする見解と，招集することが
認められる時点を特定せず，取締役聞の紛争のため定められた時期に定時総会
を開催することが不可能であると客観的に認められるような場合，或いは取締
役会が定められた時期に定時総会を開催しない旨宣言したような場合に適用を
紛
肯定する説と，決算期から3カ月目の日から遡って2週間前の日までに取締役
会が招集通知を発しない場合に，少数株主は237条により権利を行使できると
附
する見解と，決算期後3カ月目の日から遡って 3週間と 1日前〈総会と取締役
会のそれぞれの招集期間の合計〉まで、に，定時総会招集を目的とする取締役会
の招集通知が発せられない時（定款で決算期後3カ月より短い日を会日と定め
納
ていればその日から遡る〉に， 237条の適用が認められるとする説とが対立し
ている。
資本金1億円超の株式会社の場合であって，記名株式を発行している場合に
は，決算期から3カ月目の日（定款でそれより短い日を会日と定めていればそ
の日〉から遡って2週間前の日までに取締役会が招集通知を発しない場合に，
237条の適用が認められると解する。なぜ、ならば， 3月内のいかなる日時に定
時総会を開催するかは取締役の自由裁量である一方，定時に総会が開催される
ことに株主は利益を有するものであるから，法律上定時総会の開催が遅滞する
帥境『前掲書』 45頁。なお菱田政宏「少教株主による総会の招集」『新商法演習工』
202頁参照。
倒服部栄三「少数株主による総会の招集」『商法演習Ij]100頁。なお鈴木竹雄「少数
株主の定時総会招集請求権について」『商法研究E』71・72頁参照。
側 曽野和明「少数株主による総会招集の許可申請と定時総会」『商事法務』 159号12頁o
(37) 龍田節「株主の総会招集権と提案権付」 『法学論叢』 71巻1号51頁。
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ことが明確となる時点で、少数株主の総会招集権の発動を認めることが妥当と解
されるからであるO 他方，資本金1億以下の株式会社では，監査役の監査報告
書が作成されるのは，総会1週間前であるから，それ以前には，少数株主の総
会招集権の発動は認められないと解する。
上記の時点で少数株主が総会招集権を発動したとしても，商法237条に規定
する各手続を踏んだ、上で総会を招集しなければならないから，計算書類の承認
決議がなされるのは，決算期後3月を経過することになるのに対し，上記の時
点で全員出席総会がなされた時には，決算期後3月以内に計算書類の承認決議
がなされることになり，法定の時期より決算承認総会が早くなりうる。しかし
招集通知の期間（商法232条〉は，株主をして総会の議案等を周知させ，準備
させるためのものであり，ある特定の総会について総株主の同意があるとき
制）
は，この期間を短縮しでも差支えないと解されるから，全員出席総会の場合
も，少数株主招集権の解釈と同一に取扱ってよいと解する。
(b）の問題は，一般に，計算書類は代表取締役が作成し，取締役会の承認を得
た上で，監査役（資本金5億円以上の株式会社の場合は更に会計監査人〉の監
査を受けることが，総会における承認の前提要件となっているので，これらの
要件が全員出席総会の場合にも充たされていれば決議は有効となるO 欠けた場
合の効果如何。
(i）代表取締役の作成したものではない計算書類の承認については，内容が違
法なものとして当然無効たるべきであるとする見解があるが，その内容が正当
である場合には，それが代表取締役の作成にかかるものではないとの理由だけ
でその承認決議が内容において違法なものとして当然無効となるとするのは疑
問であるから，承認決議の手続的取庇として取消原因となると解するO もっと
も，株主は会社の実質上の所有者であるとし、う立場を徹底すれば，全員出席総
ω 同旨境『前掲書』 35頁。
側鈴木『前掲書』 73頁。
ω 服部『前掲書』 102頁，菱田『前掲書』，蓮井良憲『大隅編株主総会』 200頁。
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会が成立し，株主の全員が，計算書類を白から作成・承認した時には，その計
算書類も適法であると解する余地がありうるとも考えられるO この場合にも監
査役・会計監査人の監査は心要であろう。
(i)計算書類が代表取締役によって作成されたとしても，取締役会の事前承
認，または監査役（資本金5億以上の会社では更に会計監査人〉の審査がない
場合には，総会の承認決議は，決議の方法が違法なものとして取消しうべき決
議となると解するO これに対して上述の手続を要求する法の規定は，本来株主
の利益のために認められた命令的規定であるから，株主がみずからの利益を放
棄して総会で承認をする限り，計算書類は有効に確定するとしづ見解があ~o
計算書類の確定は，第三者の利害にも関係するから，利益放棄でかような結論
を導びきだすことは，一般論としては疑問であるO しかし全員出席総会が成立
し，取締役会の承認を必要ではないと全員一致して認めた時には，その決議も
有効と解してよいと思う。
(8）全員出席総会の場合であっても，議事の円滑のために議長が選出されなけ
ればならなし、。また議事録の作成を要することについても，通常の場合と相異
しないが，議事録には全員出席総会として成立した旨記載することを要する。取
締役全員欠席の時はその旨記載すれば，取締役の署名を必要としないと解する。
(9) 全員出席総会の特殊な例にあたる狭義の一人会社の株主総会の場合にお
いては，（a）一人会社の総会は，全員出席総会の論理的帰結のみでカバーできる
か否か，（b）株主総会がそもそも全員出席総会として成立するか否か，が問題と
ω 鈴木『前掲書』 73頁，服部『前掲書』 101頁，蓮井『前掲書』 199,200頁，菱田『前
掲書』 203頁。
倒曽野『前掲書：.］ 13頁。
ω 議長を欠いても，それだけでは決議取消の事由にはならない。山口『前掲書』 93
頁，鈴木竹雄「株主総会の議長J『新商法演習（l)j]208頁。
ω 高鳥『前掲書』 281頁。境『前掲書』 125頁。スペインでも，議事録で出席者の名簿
を明らかにすることが必要であると解されている。 Alonso,op. cit., p. 233. 
制菅原『法学』 37巻 1号56頁，同『法学』 36巻4号76頁，森本滋・判批『判例タイム
ズ』 272号73頁参照。
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なりうる。本稿では，紙面の関係上（削の問題のみを取扱う。
総会の定足数につき，商法の規定のしかたは（例えば商法239,240, 343条参
照〉，人員数とは関係なく，もつばら出席株主の持株数による方法を採用してい
るO 従って，一人出席株主によっても決議をなすことができるとする見解が通
説であるO この前提の上に，主としてドイツ学説の影響を受けて，一人会社の
株主総会も全員出席総会の観点から有効に成立すると解されている。これに対
して決議は合同行為であり， 2個以上の意思が必要であり，一人会社の株主総
同
会に関しては，一人の意思決定は決議とはし、えないと解する説があるO この説
は，最低資本制度のない我国の場合，一人会社を無条件に肯定することは妥当で
はないとの考えにもとづき，企業の所有関係において一人会社を認めても，企
業の経営即ち企業の運営については，一人会社を否定すべきであるとするもの
であるO また比較的小資本の株式会社まで一律に一人会社を認めることを疑問
としつつ，単独の意思決定を以て，総会の決議となすことの不可能性を主張す
制）
る同様の見解がある。比較法的にみても少数説の主張者が散見できるが，次の
制松本~治『日本会社法論』 263頁，大隅健一郎『会社法論』 265頁，松田二郎『会社
法概論』 190頁，小町谷操三『イギリス会社法概説』 205頁等。
的大野直治「一人会社について」『社会科学論集』 30巻134頁。加美『前掲書』。江頭憲
治郎・判批「法学協会雑誌~ 91巻167頁，輪湖公寛・判批『法曹時報』 24巻9号144頁
等通説。半IJ例として，昭和46年6月24日民集25巻4号596頁。
同吉永栄助・判例『週刊金融商事判例』 201号4頁。
ω 松本太郎「一人会社についてJ『東北学院大学論集』 3号6頁。
側 イギリスでは，錫鉱法の下で開催された株主総会に一人の株主が出席したケースに
おし、て， Coleridge首席裁判官は， 『meetingとし、う言葉は，一応一人以上の集合を
意味する。もちろん meetingの言葉は，普通の意味から異なる意味を持つというこ
とを示すことは可能である。しかしここでは，これがこの場合であるということを示
す何ものもな＼，＼~と判決した（Sharp v. Dawes (1876) 2 Q. B. D. 26）。一人の株
主が，他の三名の委任状を所有して出席しでも， meetingではないと判決した同様の
ケースが存在する（Inre Sanitary Carbon Co.〔1877)W.N. 233）。これに対して
East v. Benett Brothers, Limited. (1911〕 1Ch. 163は，種類株主総会において当
該種類の全株式を所有していた一人の株主が出席したケースにおいて，かような特別
-108-
-109ー
の場合には，当該種類株主の同意を手に入れようとするのが基本定款の目的である
から，この場合には，総会が有効に成立すると判決した。 Inre London Flats Ltd. 
〔1969)1 W. L. R. 711は， 2人の出席した総会の途中で一人が退席したケースで
あるが， PlowmanmJ.は『1948年会社法は，会社の一人のメンバーが，総会を構成す
ることを可能にする一定の状況があるということは，真実である。それは 131条2項
と135条1項で発見されうる。しかしここでは適用されない例外的なケースである』
と述べる。従ってイギリス法では，株主が多数からなりたつ株式会社の場合には，た
とえ他の株主の委任状を持っていたとしても，株主がただ1人総会に出席した時には
総会の成立を否定するものといえるが，一人会社のごとき場合には右の原則の例外と
して総会の成立を認める（1948年会社法131条2項， 135条1項〉。 ロモン・ローであ
る。 Palmer’SCompamy Law, 21 ed., 1968, p. 477. 
アメリカを見ると，デラウェア制定法の下では基本定款又は法律によって，オノ、ィ
オ制定法の下では規定なくして，一人株主が定足数を構成することができる。 Lattin,
On Corpoations, 1959, p. 303. ミネソタ州で判決された Morrillv. Little Falls 
Manuf'g Co., 55 N. W. 547(1893）で， MitchellJ.は， 『出席数がたんに一人か，
又は一人以上であるか否かは重要ではない。他の事件でしぶしぶたどられた Sharpv. 
Daves 46 Law J. Q. B. 104では，一人は定足数を構成できない，少くとも二人が
法人の総会を開催するために必要で、あるということが，判決された。しかしこの判決
は，二人又はそれ以上の人々の集合としての、総会、（meeting）の言葉の狭い辞書集
編的定義に基づいている。』と述べて，一人が出席した総会決議を有効としている。
このケースでは，出席した1人株主は，他人の委任状を所有し，その議決権も行使し
ている点は注意しなければならない（cf.Morrill v. Little Fanuf'g Co. 62 N. W. 
548 (1895）。
ドイツの通説・判例によれば，株主総会はただ一人の社員が出席した時にも，決議
官包力はある。 Hans-Michael,Die Einmanngesellschaft als atypische Gesellchafts-
form im deutschen und franzosischen Recht, Dissertation, 1969, S. 53. 
1936年改正前のスイス債務法では，出席株主の最少数を規定していなかったので，
議論が生じていた（Vgl.Schneebeli, Die Einmanngesellschaft,1934, S. 24日．〉。 通
説・判例は，一人の株主が出席しても，株主総会は決議能力があると解していたが
(Schneebeli, a. a. 0., S. 68 f.), Versammlungの語義より否定する少数説が存在
していた（Schneebeli,a. a. 0., S. 68）。
フランスでは，株主総会にただ一人の株主が出席し，多数決，定足数の要件を満た
すと，決議は有効と解されている。 Paris,19 juillet 1935, D. H. 1935, 561 (Ripent-
Roblot, Traite elementaire de droit commercial, 1972, n° 1217）。
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様な理由で，総会に一人の株主のみが出席した時にも，その総会の成立と，決
議能力は肯定できると考えるO （司会社法は株主の地位を物化された割合的単位
の形として取扱い，総会の定足数は，人員数とは関係なく，もっぱら出席株主
の持株数による方法を採用していること，（副総会は，出資者たる株主を会社の
経営の面に参加させる唯一の場所として，必要機関なのであるから，総会とい
う言葉は，語義的にはたしかに二人以上の社員の集合を意味するが，法的には
会社内部の社員の意思を決定する方法を示すための技術的な意味を有するもの
と解れさるO 従って一人出席の株主総会の場合でも，その効果を認めるのが立
法l趣旨にかなうこと。（c）一人出席総会を認めない場合には，少数株主に随意の
総会退出による総会不成立の機会を与え，多数株主の意思がかえって決議に反
影されない不当な場合が生じうること。（d）会社の運営の面から一人会社の存在
を制約しようとしても，名義株主を一人置くことによって右制約を簡単に回避
（功
しうるので，それほど実効性がある制約とは忠われないことであるO
イタリアの学説（Brunetli,Trattato del diritto delle societえ I,1948, p. 310 ; 
Amatucci, La societa unipersonali e ilproblema della qualificazione del rapporto 
giuridico, in Riv. trim. dir. proc. civ, Vol. XIX (1964) I. 133, 162 SS.), ~！＇. I]例
(Trib. Milano, 17 febbraio 1949, in Rivista del diritto commerciale 1950 I, p. 
56, 64.）は，一人出席総会の成立を肯定する。これに対し社員が一人であるならば，
もはや会社の内部関係は存在しない，それ故に一人株式会社では，株主総会は作用で
きず，一人株式会社の株主総会と言うことは，名辞におけを矛盾（contradictio in 
terminiめであるとしづ少数説（Scalfi,1 c. d. rapporti interni nelle societa con un 
solo socio e la successione dell'unico azionista, in Rivista dell diritto commer-
ciale, 1950, I, p. 56, 58）が存在する。
スペインでも一人の出席した総会が有効か否かについては議論が分れている。 Ber-
dejo, La junta general con asistencia de un solo socio, Rivista de Derecho 
おiercantilVol. 37, 1964, pags. 256 y sig. 
(51) 同旨，大本利一「一人会社の法律学的考察」 『山口商学雑誌12巻63頁， 43頁。
52) Cf. Palmer’s Company law, Fourth Cumulative Supplement to the Twenty-First 
Edition, p. 477. 
側同旨菅原菊志『一人会社』『法学』 37巻1号57,58頁。
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否定説は伺人商人が株式会社形態を採用することにより，それが濫用される
ことをおそれているのであるから，南米で多く議論されている empresaindi vi-
dual de responsalilidad limitadを有限責任の濫用のない形式で認めると共に，
ω 
株式会社に資本最小限の規定を設定すべきことを立法論として主張することが
妥当のように思われる。解釈論で一人会社を否定しようとしても，実効性がな
伺
いことは，すでに諸外国で証明されているところであるO かくして，全員出席
総会が肯定され，一人出席総会も肯定されるから，一人会社の株主総会の場
合，招集手続がなくても総会は成立し，決議も有効と解される。
(54) Rotoni, La Limitation de la responsabilite dans l'entreprise individuelle, R. D. 
c., 1968. 1.は，詳細な比較法的研究を行なっている。
同制i稿， 「資本会社と資本最低限の規定（1）」『富大経済論集』 19巻3号87頁。
同一人会社の比較法的考察として拙稿「一会社について」『法政理論』 5巻2号37頁。
なおスペインの1951年株式会社法は， 「見ちがえられることができない現実に敬意を
表して，法律は一人への全株式の集中を解散原因とは考えなし、」 (apartado四 de
exposici6n de motives de la Ley de 17 de julio de 1951 : en Alonso, La Ley de 
Sociedades An6nimas, 1969, pags. 20 y 21）ことになった。 Vid.Pascual y Domingo, 
Sociedades unipersonales, en Rivista General de Legislaci合1y Jurisprudencia, 
1947, pags. 507 y sigs.; Barea, La Sociedad de un solo socio, en Rivista de Der-
echo Mercantil, 1964, pags. 7 y sigs. 
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